コーディネーターとしての事業に対する意見シート
■事業名： 市民やＮＰＯなどの団体からの協働テーマの募集（協働塾）
■コーディネーター氏名・所属：服部則仁（みえきた市民活動センター）
■ふりかえり会議開催年月日：平成１６年３月２９日
1． 協働のプロセスについての意見
＜協働塾事業の構造・目的＞
市民やＮＰＯなどの団体と県民局が、協働して行う、住みやすさ・豊かさを実感できる地域づくりのテーマについての提案を募集し…
「企画の段階から情報交換し、施策形成を行う場（＝協働塾）」、「具体化に向けて議論と検討を行う場（＝協働塾）」をつくり…
役割分担を明確にしつつ、（県民局はその施策を行政行動に反映させ、）市民は行政資源を活用して、より活動を活発に行う。
(1) 最初に協働して行うべきこと
－共通の目的の形成と、それを実現する体制づくり、計画づくり
協働塾で、「情報交換し、施策の形成を行い、その具体化にとり組む」という目的に対し、５月説明会、６月募集、７月公開プレゼンテーション、８月以降の協働塾開校という日程でした。その秋の次年度県予算編成までに施策を立案して、予算に反映させるためには、集中して毎週のように開催する必要がありました。現実には、８～９月にはじまり、ひと月に２回開催されたとこともありましたけれど、とても秋の予算編成に間に合うものではありませんでした。
　それに対し、「勉強会」と「意見交換」の積み重ねから、年度末に「提言」を出すというのは自然なながれですが、それを「実現可能な方法を伴った施策として、県の予算に反映させていくにはどうすればよいか」というところを意識した「戦略的な組立」ができていなかったのではと思いました。
たとえば、その施策の本庁関連部署の担当者と連携しながら塾を進めていくとか、並行してその施策の賛同者を地域で増やしていくとか、実行するときの地域での市町村やＮＰＯの連携体制づくりを進めていくとか、「提言」を出した平成１６年春から次の予算編成時期の平成１６年秋まではどう進めていくかを計画しておく、といったことです。このあたりは、最初から年度をまたいだ事業にすることもできたのではないかとも思います。
そのように考えると、協働塾を開校する前に、それぞれの「塾」で、市民・やＮＰＯ団体、県民局担当者が協働して、「成果目標を確認し、それを実現するための戦略をたて、それに沿って、塾の進め方、タイムスケジュールをきちんと組み立てていく」必要がありました。もう少し言えば、それぞれの「塾」の運営主体がどういう人たちで、意志決定のしくみや役割分担、責任の所在、進行状況の検討とそれに対する対応のしくみなどについても、はじめに時間を使って検討する必要がありました。この最初に協働してとり組むところができていなかったと思います。
２．成果についての意見 

(1) 応えるという姿勢
　　　－信用を得るのか、失うのか
にもかかわらず、新年度早々に、県民局が、それらの提言にどう応えるかという判断をするところまで行ったのは、協働塾関係者の努力とそれに応えようとする県民局の前向きの姿勢があったからだと思います。この部分がおろそかであれば、次はありません。「市民やＮＰＯなどの団体の人たちは、そのような行政を相手にしなくなる」ということです。「協働」では、それぞれが資源を提供しあいますから、自分たちの資源を使って得るところがなければ消耗するだけなので、早々に撤退します。それを「行政は、この協働で信用を失った」と表現します。
「提言」を、行政としてどのように行政行動に反映していくのか、これがひとつの課題です。それは逆に言えば、最初からそのような意識を持って参加した「市民やＮＰＯ、行政の人たち」がどれだけいたか？ということでもあります。最初の段階で「共通の目的の形成と、それを実現する体制づくり、計画づくり」ができていたら、成果はもっとすばらしいものになっていたであろうと思うとたいへん残念です。
(2) プロセスでの「知のやりとり」を県民に還元する
　一定の税金を使うときに、現場に関わらない人たちに対して、事業のプロセスでの「勉強・講演の内容や議論のやりとり」の要点を資料化して、随時ホームページに掲載することで、相当程度のものを県民に還元できます。ホームページに掲載されていた内容を、情報公開というレベルを越えて、議論の論点整理やフロー、勉強内容の要旨の整理という形にして掲載できれば、十分な還元になったと思います。
３．課題・改善の整理とまとめ
　協働塾で出てきた「意見」を、行政が施策にまとめあげて行政の取り組みにつなげていく意志があったのか、疑問です。この協働の最初の段階で協働に臨むにあたって、その部分について行政としての検討が不十分でした。そして、出きてきた「提言」やできてきた「協働の基盤」を１６年度以降、どう活かしていくのかの検討も不十分でした。
県民局のテリトリーを越えて、県庁の各部局の予算に反映させていくためには、どのような条件を満たしていけばよいのかというようなところには、議論が発展していかなかったのはそのためと思います。
４．事業全体についての意見・感想（自由に記入してください）
(1) 協働塾全体について
結果として「協働塾」という言い方にひっぱられた事業でした。「塾だから、成果は協働の基盤整備」という表現は、それしかできなかった、もしくはその程度しか最初から期待していなかった、ということかもしれません。行政職員が「協働に踏み出すための塾」に市民がつきあってくれた、というようにもとれました。
　しかし、今回、それぞれの協働塾が取り扱ったテーマは、いずれもこの地域の未来にとって大切なものであることはとてもよく分かりました。これらのテーマがよりよい方向に具体化されていけば、この地域の魅力は一層増していきます。是非ともそこに気づいていただきたいと思います。それを何とかしたいと思っている人材がこの地域にいる訳です。すごいチャンスを目の前にしているとも言えるのです。これらを「施策として世に出す」チャンスを逃がさないようにしてほしいと思いました。
(2) 個別の協働塾について
まちや
●塾という言葉が事業の成果に大きな影響を与えています。講師を招いて官民で学ぶという形態でした。そのためＮＰＯからの施策提言の場でなく、講師を招いて官民で学ぶ場という協働塾になりました。この場が施策の提言につながったのかどうかは疑問ですし、役割分担がきちんとできたのかここも官民ともに不満の残る点です。
Ｒ１６５
●渋滞解消のためのアンケートを県民局がしたらそれに対するアクションをする必要があるので、市民の方がとっていただくのはありがたいというのは行政の責任逃れ以外なにものでもありません。委託事業の最終責任は県です。だから実施したアンケート結果をきちんと反映するアクションをとることが県の責任です。ＮＰＯの方もアンケートは協力したけれどあとは行政の問題ではなく、アクションを求めてそれを協力していただいた方にフィードバックすることが必要です。
木質バイオマス
●協働事業について、関係行政機関の職員にとりあえず出てくださいの声掛けでは駄目だという命題を含んでいます。協働塾の担当者は、その事業内容について関係行政職員にきちんと説明することが必要です。そして、関係する行政職員が必ず出席する仕組みづくりをしなければなりません。そこからスタートし、必要であるならば予算化のために県庁の担当部署を呼ぶべきでした。でなくては、地域では必要なものであっても予算が大きければあきらめるしかないという理論がまかり通ります。
